
 

 

農地中間管理事業の平成 27年度実績及び今後の取組について 

【要旨】 

１ 平成 27年度実績（平成 28年５月 19日、農林水産省公表） 

本県農地中間管理機構（公益社団法人岩手県農業公社）の借入面積は 4,551ha（全国３位）、

転貸面積は 5,222ha（同２位）で、うち新規集積面積※１は 2,327ha（同１位）。 

 

２ 今後の取組 

担い手への新規集積や面的集約に結びつく取組をより強化し、担い手の経営規模拡大や作業

効率化等による収益アップを図るため、平成 29 年１月 24 日、本県農地中間管理機構、本県農

業委員会ネットワーク機構（一般社団法人岩手県農業会議）及び本県担い手組織の３者が「農

地中間管理事業による農地の集積・集約化に向けた連携協定」を締結し、相互の情報交換を緊

密にして、農地集積・集約化に取り組みます。 

※１ 新規集積面積：農地中間管理機構の転貸面積のうち、特定農作業受託から利用権への変更や、

利用権の期間満了に伴う更新等を除き、純粋に担い手（認定農業者、認定新規就農者、市町村基

本構想水準到達者、集落営農経営）へ新たに利用権設定された面積。 
 

１ 機構の借入・転貸面積の平成 27年度実績 

 
年間集積 
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目標面積進捗率 

②/① 

岩手県 
6,740ha 

（① 3,600ha） 
4,551ha 5,222ha ② 2,327ha 64.6％ 

全国 149,210ha 76,191ha 76,864ha 26,715ha  

全国順位  ３位 ２位   

東北順位  ２位 １位 １位  
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北海道 
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－  

※２ 年間集積目標面積：今後10年間で耕地面積の９割の農地を担い手へ集積するために必要な単年

度面積として、国が提示したもので、本県は6,740ha。 

   なお、本県では、国に先んじ、いわて県民計画第３期アクションプランにおいて、平成35年度

までの集積目標面積から、年間目標3,600haに設定。 

 

２ 連携協定締結式 

(1) 日時及び場所：平成 29年 1月 24日、盛岡市内 

(2) 協定締結式参加者 

①締結者 県農業公社理事長、県農業会議会長、担い手組織（県農業法人協会長、県認定農業

者組織連絡協議会長、県農業農村指導士協会長） 

②立会人 県土地改良事業団体連合会長、県農業協同組合中央会長、東北農政局経営・事業支

援部長、県農林水産部長 

１位 
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